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告 示

�愛媛県告示第１９５号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条の規定により、医療

機関を次のように指定した。
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愛媛県知事 中 村 時 広

発 行 愛 媛 県
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この県報に掲載される入札告示、落札者等の告示及び入札公告は、ＷＴＯに基づく政府調達に関する協定の

適用を受けるものである。

医療機関の名称 医療機関の所在地 指定年月日

ココロ調剤薬局なかぞね店 四国中央市中曽根町５０６６
番２ 令和６年４月１日

いずみ内科循環器クリニッ
ク

東温市志津川南一丁目１
－２ 令和７年１月１日

上 田 小 児 科 宇和島市広小路１番２６号 令和７年１月１日

王 子 調 剤 薬 局 新居浜市王子町３番２号 令和７年１月１日

こもだデンタルオフィス宮
原 新居浜市宮原町１番５８号 令和７年１月１日

庄 内 調 剤 薬 局 新居浜市庄内町１丁目１４
番３５号 令和７年１月１日

な の は な こ ど も 医 院 伊予市下吾川１００２番１ 令和７年１月１日

ハ ー ト 調 剤 薬 局 西条市大町７５５番１１ 令和７年１月１日

本 郷 調 剤 薬 局 新居浜市本郷三丁目５番
３５号 令和７年１月１日

吉 峯 歯 科 医 院 西条市大町１５８２－３ 令和７年１月４日

毎週（火・金）曜日発行 第５９４号 令和７年３月２１日

令和７年３月２１日金曜日 第５９４号
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�愛媛県告示第１９６号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５０条の２の規定により、

指定医療機関から次のように廃止した旨の届出があった。

令和７年３月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第１９７号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５５条第２項の規定におい

て準用する同法第５０条の２の規定により、指定施術機関から次のよ

うに廃止した旨の届出があった。

令和７年３月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第１９８号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５１条第１項の規定により、

次のとおり指定医療機関の辞退があった。

令和７年３月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１９９号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により、介護機関（居宅介護事業者）を次のように指定した。

令和７年３月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第２００号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により、介護機関（居宅介護支援事業者）を次のように指定した。

令和７年３月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

ドラッグセイムス宇和島和
霊薬局 宇和島市和霊町１２１１番地 令和７年２月３日

医療機関の名称 医療機関の所在地 廃止年月日

伊 予 診 療 所 伊予市米湊８１６－１ 令和６年１１月３０日

エ ー ル 薬 局 城 辺 店 南宇和郡愛南町城辺甲２４
８１番１ 令和６年１１月３０日

定 成 歯 科 医 院 西条市喜多川花園町３７４
－４ 令和６年１２月２５日

いずみ内科循環器クリニッ
ク

東温市志津川南一丁目１
－２ 令和６年１２月３１日

上 田 小 児 科 宇和島市広小路１番２６号 令和６年１２月３１日

王 子 調 剤 薬 局 新居浜市王子町３番２号 令和６年１２月３１日

こもだデンタルオフィス宮
原 新居浜市宮原町１－５８ 令和６年１２月３１日

庄 内 調 剤 薬 局 新居浜市庄内町一丁目１４
－３５ 令和６年１２月３１日

な の は な こ ど も 医 院 伊予市下吾川１００２番１ 令和６年１２月３１日

ハ ー ト 調 剤 薬 局 西条市大町７５５番１１ 令和６年１２月３１日

施 術 機 関 施 術 所 廃 止

年 月 日氏 名 名 称 所 在 地

青 野 健 史 あおぞら整骨院 西条市新町１７２－１ 令和７年
２月１日

医療機関の名称 医療機関の所在地 辞退年月日

松 沢 歯 科 医 院 宇和島市鶴島町６－７ 令和７年２月２８日

本 郷 調 剤 薬 局 新居浜市本郷三丁目５番
３５号 令和６年１２月３１日

矢 野 歯 科 医 院 八幡浜市字下松影１１１２－
４ 令和６年１２月３１日

吉 峯 耳 鼻 科 ・ 歯 科 西条市大町登道１５８２－３ 令和７年１月３日

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 事 業 者 ） の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

居 宅 介 護 事 業 を 行 う 事 業 所
指 定 年 月 日

名 称 所 在 地

有限会社ケアサポートさくら 宇和島市丸穂甲９３７番地１５ グループホームしおり 宇和島市丸穂甲９３７番地１５ 令和７年２月１７日

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 支 援 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

居 宅 介 護 支 援 事 業 を 行 う 事 業 所
指 定 年 月 日

名 称 所 在 地

医療法人 有津むらかみクリ
ニック 今治市伯方町有津甲２３３５番地 指定居宅介護支援事業所 あ

すなろ
今治市伯方町北浦甲２２８９番地
１ 令和７年１月１０日
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�愛媛県告示第２０３号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第１項の規定に基づ

き、次のように都市計画を変更した。

その都市計画の図書は、愛媛県庁において公衆の縦覧に供する。

令和７年３月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 都市計画の種類及び名称

四国中央都市計画道路

３・５・６駅前平木線

２ 都市計画を変更する土地の区域

� 追加する部分 四国中央市妻鳥町、川之江町及び金生町下分

の各一部

� 削除する部分 四国中央市妻鳥町、川之江町及び金生町下分

の各一部

�愛媛県告示第２０１号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により、介護機関（介護予防事業者）を次のように指定した。

令和７年３月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第２０２号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５０条の２の規定により、指定医療機関（指定訪問看護事業者等）から、指定訪問看護事業等を次

のように廃止した旨の届出があった。

令和７年３月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第２０４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、東予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和７年３月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第２０５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、東予地方局今治土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和７年３月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

介 護 機 関 （ 介 護
予 防 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

介 護 予 防 事 業 を 行 う 事 業 所
指 定 年 月 日

名 称 所 在 地

有限会社ケアサポートさくら 宇和島市丸穂甲９３７番地１５ グループホームしおり 宇和島市丸穂甲９３７番地１５ 令和７年２月１７日

医 療 機 関 （ 指 定 訪 問
看 護 事 業 者 等 ） の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

廃止に係る指定訪問看護事業等を行う事業所
廃 止 年 月 日

名 称 所 在 地

株式会社ひかり 広島県呉市阿賀中央四丁目５
番１６号

訪問看護ステーションひかり
八幡浜事業所

八幡浜市矢野町４４９－３ 森
ビル第５ 令和３年１月３１日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 西条�万線
西条市西之川字老野丁７６番１から

同市西之川字老野丁７５番１まで

旧 ４．０～６．５ ０．２２５

新 ２５．１～３８．６ ０．２２５

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 今治波方港線 今治市拝志７１３番８ 令和７年３月２１日
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�愛媛県告示第２０６号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第５号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

令和７年３月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第２０７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和７年３月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第２０８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和７年３月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第２０９号
道路法（昭和２７年法律１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和７年３月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

〃 〃
今治市拝志７２０番９から

同市拝志７４１番５まで
〃

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－４）第４７９５号 令和４年
８月１４日 石井産業㈱ 木西 弘子 松山市越智１－１１－１５ 令和７年

２月６日
土木工事業
建築工事業 建設業の廃止

（般－２）第１２０１６号 令和２年
８月１９日 ㈲匠家 丸山里加子 上浮穴郡�万高原町露峰

３５－２
令和７年
２月２５日

とび・土工工事業
解体工事業

建設業の廃止
（一部）

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 長浜保内線
大洲市豊茂甲１２４７番２から

同市豊茂甲１２７３番２まで

旧 ５．１～１３．３ ０．１６４

新 ７．０～２３．３ ０．１６４

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 長浜保内線
大洲市豊茂甲１２４７番２から

同市豊茂甲１２７３番２まで
令和７年３月２１日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 高瀬松渓線

西予市野村町富野川２１１０番１から

同町富野川２１１０番１まで
旧 ３．７～４．２ ０．０２７

西予市野村町富野川２１４９番２から

同町富野川２１５０番３まで
新 ７．６～１０．７ ０．０２７
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公 告

�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

令和７年３月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 入札に付する事項

� 件名

愛媛県総務系事務の処理に係る労働者派遣業務委託

� 委託業務名及び数量

愛媛県総務系事務の処理に係る労働者派遣業務委託 一式

� 委託業務の内容等

入札説明書による。

� 委託期間

ア 委託期間

契約締結の日から令和８年３月３１日（火）まで

イ 委託業務に係る成果品の納入期限

令和８年３月３１日（火）

� 委託業務に係る成果品の納入場所

入札説明書による。

� 入札方法

ア 入札書に記載する入札金額は、本業務に係る全てを含む額

とする。なお、詳細については、入札説明書を参照すること。

イ 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金

額の１０パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額に

１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるも

のとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費

税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であ

るかを問わず、見積もった契約金額の１１０分の１００に相当する

金額を入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、令和５年度から令和７年度までの製造の請

負等に係る一般競争入札に参加する資格を有すると認められた業

者で、次の事項に該当するもの

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１

項各号のいずれにも該当しない者であること。

� 開札の日において、知事が行う入札参加資格停止の期間中に

ない者であること。

� ＩＳＯ２７００１の認証及びＰマーク（プライバシーマーク）を

取得していること又は、上記認証等内容と同等の規定を整備し

ていること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問合せ先

愛媛県総務部総務管理局行政経営課総務事務管理室庶務事務

グループ

〒７９０―０００１

愛媛県松山市一番町四丁目２番地 ＮＴＴコム松山ビル７階

電話 （０８９）９１２―２４７６

組織改正等があった場合は、本業務を移管した所属とする。

� 入札書の受領期限

令和７年４月３０日（水）午後２時まで

� 入札説明書の交付方法

令和７年３月２１日（金）から同年３月２８日（金）までの執務

時間中（月曜日から金曜日まで（祝日を除く。）の午前８時３０

分から午後５時１５分までをいう。以下同じ。）に�に掲げる場
所で交付する。

� 開札の日時及び場所

令和７年４月３０日（水）午後２時

愛媛県庁第一別館５階第１２会議室

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から

第１３７条までの規定による。

� 入札者に要求される事項

ア この一般競争入札に参加を希望する者は、競争入札参加資

格審査申請書を知事に提出し、入札参加資格の確認を受ける

こと。競争入札参加資格審査申請書は、持参して提出するこ

ととし、郵便又は電送によるものは、受け付けない。

� 受付期間

令和７年３月２１日（金）から同年３月２８日（金）までの

執務時間中

� 受付場所

３の�に掲げる場所
イ この一般競争入札に参加を希望する者は、入札説明書に基

づき提案内容を記載した資料を提出すること。

� 受付期間

令和７年３月２１日（金）から同年４月１１日（金）までの

執務時間中

� 受付場所

３の�に掲げる場所
� 入札の無効

�愛媛県告示第２１０号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和７年３月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 高瀬松渓線
西予市野村町富野川２１４９番２から

同町富野川２１５０番３まで
令和７年３月２１日
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２に定める資格を有しない者及び入札者に求められる義務を

履行しなかった者の提出した入札書及び提案内容を記載した資

料は、無効とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

地方自治法施行令第１６７条の１０の２第３項に規定する総合評

価一般競争入札により落札者を決定するものとし、愛媛県会計

規則第１３３条第１項の規定に基づいて定められた予定価格の制

限の範囲内の価格をもって入札を行った者のうち、価格その他

の条件が愛媛県にとって最も有利な入札を行った者を落札者と

する。

なお、落札者決定基準の詳細は、入札説明書による。

� その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the service to be rendered：

Consignment of Ehime Prefecture General Affairs，１ set

� Time limit of tender：２：００ p．m．，３０ April２０２５

� For further information，please contact： Reform Promotion

Group，General Affairs and Administrative Reform Office，

Digital Strategy Sub―Department，Planning and Development

Depar tment， Ehime Pre fec tura l Government，４―２

Ichibancho，Matsuyama，Ehime７９０―０００１ Japan

TEL０８９―９１２―２４７６

�������
�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

令和７年３月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 入札に付する事項

� 件名

愛媛県立宇和島水産高等学校水産実習船の製造

� 調達物品名及び数量

愛媛県立宇和島水産高等学校水産実習船 一式

� 調達物品の仕様等

入札説明書等による。

� 納入期限

令和９年１０月２９日まで

� 納入場所

愛媛県知事が指定する場所

� 入札方法

ア 入札は、紙入札により行うこと。

イ 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金

額の１０パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額に

１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるも

のとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費

税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であ

るかを問わず、見積もった契約金額の１１０分の１００に相当する

金額を入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、令和５年度から令和７年度までの製造の請

負等に係る一般競争入札に参加する資格を有すると認められ、か

つ「特定調達参加希望」の登録をしている業者で、次の事項に該

当するもの

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 納入期間中に適正かつ確実に納入できる体制が整備されてい

ることを証明した者であること。

� 開札の日において、知事が行う入札停止の期間中にない者で

あること。

� 対象船舶を建造するために必要な船台等を現に有している者

であること。

� 以下のいずれの実績も有する者であること。

ア 国際航海に従事する船舶を建造した実績

イ 国又は地方公共団体の船舶を建造した実績

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問合せ先

愛媛県教育委員会事務局指導部高校教育課施設管理グループ

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話 （０８９）９１２―２９５１

� 入札書の受領期限

令和７年５月２０日（火）午前９時５９分まで

� 入札説明書の交付方法

令和７年３月２１日（金）から４月４日（金）までの執務時間

中（愛媛県の休日を定める条例（平成元年愛媛県条例第３号）

第１条第１項に規定する県の休日以外の日の午前８時３０分から

午後５時１５分までをいう。以下同じ。）に�に掲げる場所で交
付する。

� 開札の日時及び場所

令和７年５月２０日（火）午前１０時

愛媛県庁第一別館１０階教育委員室（都合により変更する場合

あり。）

� 入札書の提出方法

持参又は郵送等（一般書留郵便若しくは簡易書留郵便又は信

書便でこれらに準ずるものに限る。以下同じ。）により提出す

ること。ただし、郵送等による場合は、令和７年５月１９日（月）

午後５時１５分までに必着のこと。

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から

第１３７条までの規定による。

� 入札者に要求される事項

ア この一般競争入札に参加を希望する者は、この公告に示し

た物品を納入できることを証明する書類等を、入札説明書等

に基づき次の期限までに提出しなければならない。

なお、知事から当該書類の内容に関し説明を求められた場

合は、これに応じなければならない。

� 受付期間

令和７年３月２１日（金）から４月４日（金）までの執務

時間中

� 受付場所
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公安委員会規則

３の�に掲げる場所
イ この一般競争入札に参加を希望する者は、入札説明書に基

づき提案内容を記載した資料を、次の期限までに提出するこ

と。

� 受付期間

令和７年３月２１日（金）から４月３０日（水）までの執務

時間中

� 受付場所

３の�に掲げる場所
� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者及び入札者に求められる義務を

履行しなかった者の提出した入札書及び提案内容を記載した資

料は、無効とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

地方自治法施行令第１６７条の１０の２第３項に規定する総合評

価一般競争入札により落札者を決定するものとし、愛媛県会計

規則第１３３条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範

囲内の価格をもって入札を行った者のうち、価格その他の条件

が愛媛県にとって最も有利な入札を行った者を落札者とする。

なお、落札者決定基準の詳細は、入札説明書による。

� その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the product to be purchased：

Training Ship，１ set

� Time limit of tender：９：５９ a．m．，２０May２０２５

（tenders submitted by mail：５：１５ p．m．，１９May２０２５）

� For further information， please contact： Facilit ies

Administration Section，High School Education Division，

Guidance Department， Ehime Prefectural Board of

Educat ion， Ehime Prefectura l Government，４―４―２

Ichibancho，Matsuyama，Ehime７９０―８５７０ Japan

TEL０８９―９１２―２９５１

�愛媛県公安委員会規則第２号
愛媛県道路交通規則等の一部を改正する規則を次のように定める。

令和７年３月２１日

愛媛県公安委員会委員長 佐 伯 鈴 乃

愛媛県道路交通規則等の一部を改正する規則

（愛媛県道路交通規則の一部改正）

第１条 愛媛県道路交通規則（昭和４７年愛媛県公安委員会規則第２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（公安委員会にする申請等）

第１条 道 路 交 通 法（昭 和３５年 法 律 第１０５号。以 下「法」と い

う。）、道路交通法施行令（昭和３５年政令第２７０号。以下「令」

という。）、道路交通法施行規則（昭和３５年総理府令第６０号。以

下「施行規則」という。）及びこの規則の規定により愛媛県公安

委員会（以下「公安委員会」という。）に申請、届出その他の手

続をしようとする者は、次に掲げるもの及び別に定めがあるもの

を除き、その者の住所地を管轄する警察署又は新居浜市のうち別

子山に住所地を有する者は新居浜警察署、今治市のうち宮窪町四

阪島に住所地を有する者は伯方警察署、新居浜市のうち県道壬生

川新居浜野田線以北で岩鍋川左岸以西の地区に住所地を有する者

は新居浜警察署若しくは西条市河原津のうち東予集団施設地区に

住所地を有する者は西条西警察署（以下「その者の住所地等を管

轄する警察署」という。）（法第９４条第２項に規定する免許証の

再交付の申請、同項に規定する免許証の再交付の申請に伴う法第

９５条の２第１項に規定する特定免許情報の記録の申請、同条第４

項に規定する免許証の返納の届出、同項に規定する免許情報記録

個人番号カード（別記様式第２２号の３及び別記様式第２２号の４に

おいて「マイナ免許証」という。）のみを有する者が、当該免許

情報記録個人番号カードを亡失、滅失、汚損、破損等（以下「亡

失等」という。）した場合における法第１０７条の規定による法第

９５条の２第１１項に規定する免許証の交付の申請及び同条第１項に

（公安委員会にする申請等）

第１条 道 路 交 通 法（昭 和３５年 法 律 第１０５号。以 下「法」と い

う。）、道路交通法施行令（昭和３５年政令第２７０号。以下「令」

という。）、道路交通法施行規則（昭和３５年総理府令第６０号。以

下「施行規則」という。）及びこの規則の規定により愛媛県公安

委員会（以下「公安委員会」という。）に申請、届出その他の手

続をしようとする者は、次に掲げるもの及び別に定めがあるもの

を除き、その者の住所地を管轄する警察署又は新居浜市のうち別

子山に住所地を有する者は新居浜警察署、今治市のうち宮窪町四

阪島に住所地を有する者は伯方警察署、新居浜市のうち県道壬生

川新居浜野田線以北で岩鍋川左岸以西の地区に住所地を有する者

は新居浜警察署若しくは西条市河原津のうち東予集団施設地区に

住所地を有する者は西条西警察署（以下「その者の住所地等を管

轄する警察署」という。）（法第９４条第２項に規定する免許証の

再交付の申請

改 正 後 改 正 前
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規定する特定免許情報の記録の申請（同条第１１項に規定する免許

証の交付申請を同時に行う場合を含む。）並びに法第９２条第２項

に規定する免許証及び法第９５条の２第４項に規定する免許情報記

録個人番号カード（以下「免許証等」という。）を有する者が、

当該免許情報記録個人番号カードを亡失等した場合における同条

第１項に規定する特定免許情報の記録の申請（同条第４項に規定

する免許証の返納の届出を同時に行う場合を含む。）、施行規則

第２１条の８に規定する免許情報記録の抹消の届出（以下「再交付

等の申請」という。）については、その者の住所地等を管轄する

警察署（松山東警察署、松山西警察署、松山南警察署及び伊予警

察署（以下「松山東警察署等」という。）を除く。）、新居浜警

察署、今治警察署、八幡浜警察署又は宇和島警察署）を経由する

ことができる。ただし、法第８９条第１項に規定する免許の申請

（法第９７条の２第１項又は第４項の規定により法第９７条第１項第

２号及び第３号に規定する運転免許試験が免除されるものに限

る。）及び質問票の提出、法第９１条の２に規定する免許の条件の

付与等の申請、法第９４条第２項に規定する免許証の再交付の申

請、法第９５条の２第１項に規定する特定免許情報の記録の申請、

同条第４項に規定する免許証の返納の届出、同条第１１項に規定す

る免許証の交付の申請、法第１０１条第１項に規定する免許証等の

更新申請書及び質問票の提出、法第１０１条の２第１項に規定する

更新期間前における免許証等の更新の申請及び質問票の提出、法

第１０４条の４第１項に規定する免許の取消しの申請、法第１０５条の

２第１項に規定する運転経歴証明書の交付申請、同条第３項に規

定する運転経歴情報の記録の申請、法第１０６条の３第１項に規定

する免許証の返納、法第１０６条の４第１項に規定する免許情報記

録の抹消、施行規則第１８条の５に規定する限定解除審査の申請、

施行規則第２１条の８に規定する免許情報記録の抹消の届出、施行

規則第２９条の２の４及び第３７条の２に規定する報告書の提出、施

行規則第３０条の１０第１項に規定する運転経歴証明書の記載事項の

変更の届出、施行規則第３０条の１１第１項に規定する運転経歴証明

書の再交付の申請並びに施行規則第３０条の１２に規定する運転経歴

証明書の返納、施行規則第３０条の１５第１項に規定する運転経歴情

報記録個人番号カード（別記様式第２２号の４において「マイナ経

歴証明書」という。）のみを有する者に係る住所等の変更の届

出、施行規則第３０条の１６第１項又は第２項に規定する運転経歴情

報の抹消の届出にあっては、喜多郡内子町に住所地を有する者は

大洲警察署内子交番を、西予市野村町又は同市城川町に住所地を

有する者は西予警察署野村交番を、北宇和郡松野町又は同郡鬼北

町に住所地を有する者は宇和島警察署鬼北交番を経由することが

できる。

�～� 省略

� 法第１０１条第１項に規定する免許証等の更新の申請及び質問

票の提出（松山東警察署等の管轄区域に住所地を有する者に限

る。）

� 法第１０１条の２第１項に規定する更新期間前における免許証

等の更新の申請及び質問票の提出（松山東警察署等の管轄区域

に住所地を有する者に限る。）

� 法第１０１条の２の２第１項に規定する公安委員会を経由して

行う免許証等の更新の申請及び質問票の提出

�～� 省略

� 施行規則第１８条の５に規定する 限

定解除審査の申請（松山東警察署等の管轄区域に住所地を有す

については、その者の住所地等を管轄する

警察署（松山東警察署、松山西警察署、松山南警察署及び伊予警

察署（以下「松山東警察署等」という。）を除く。）、新居浜警

察署、今治警察署、八幡浜警察署又は宇和島警察署）を経由する

ことができる。ただし、法第８９条第１項に規定する免許の申請

（法第９７条の２第１項又は第３項の規定により法第９７条第１項第

２号及び第３号に規定する運転免許試験が免除されるものに限

る。）及び質問票の提出、法第９１条の２に規定する免許の条件の

付与等の申請、法第９４条第２項に規定する免許証の再交付の申

請、法 第１０１条 第１項

に規定する免許証 の

更新申請書及び質問票の提出、法第１０１条の２第１項に規定する

更新期間前における免許証 の更新の申請及び質問票の提出、法

第１０４条の４第１項に規定する免許の取消しの申請、同条第５項

に規定する運転経歴証明書の交付申請、法第１０７条第１

項 に規定

する免許証の返納

、施行規則第１８条の５に規定する限定解除審査の申請

、施行

規則第２９条の２の４及び第３７条の２に規定する報告書の提出、施

行規則第３０条の１２第１項に規定する運転経歴証明書の記載事項の

変更の届出、施行規則第３０条の１３第１項に規定する運転経歴証明

書の再交付の申請並びに施行規則第３０条の１４に規定する運転経歴

証明書の返納

にあっては、喜多郡内子町に住所地を有する者は

大洲警察署内子交番を、西予市野村町又は同市城川町に住所地を

有する者は西予警察署野村交番を、北宇和郡松野町又は同郡鬼北

町に住所地を有する者は宇和島警察署鬼北交番を経由することが

できる。

�～� 省略

� 法第１０１条第１項に規定する免許証 の更新の申請及び質問

票の提出（松山東警察署等の管轄区域に住所地を有する者に限

る。）

� 法第１０１条の２第１項に規定する更新期間前における免許証

の更新の申請及び質問票の提出（松山東警察署等の管轄区域

に住所地を有する者に限る。）

� 法第１０１条の２の２第１項に規定する公安委員会を経由して

行う免許証 の更新の申請及び質問票の提出

�～� 省略

� 施行規則第１８条の５に規定する眼鏡条件に係るもの以外の限

定解除審査の申請（松山東警察署等の管轄区域に住所地を有す
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るものに限る。）

�～� 省略

� 法第９５条の２第１項に規定する特定免許情報の記録の申請

（松山東警察署等の管轄区域に住所地を有する者（令第４３条第

４項第１号に該当する者を除く。）に限る。）

� 法第９５条の２第４項に規定する免許証の返納（松山東警察署

等の管轄区域に住所地を有する者に限る。）

� 法第９５条の２第１１項に規定する免許証の交付の申請（松山東

警察署等の管轄区域に住所地を有する者に限る。）

� 法第１０５条の２第３項に規定する運転経歴情報の記録の申請

（松山東警察署等の管轄区域に住所地を有する者に限る。）

� 施行規則第２１条の８に規定する免許情報記録の抹消の届出

（松山東警察署等の管轄区域に住所地を有する者に限る。）

� 施行規則第３０条の１１第１項に規定する運転経歴証明書の再交

付の申請（松山東警察署等の管轄区域に住所地を有する者に限

る。）

	 施行規則第３０条の１２第２項又は第３項に規定する運転経歴証

明書の返納の届出（松山東警察署等の管轄区域に住所地を有す

る者に限る。）


 施行規則第３０条の１５第１項に規定する運転経歴情報記録個人

番号カードのみを有する者に係る住所等の変更の届出（松山東

警察署等の管轄区域に住所地を有する者に限る。）

� 施行規則第３０条の１６第１項又は第２項に規定する運転経歴情

報の抹消の届出（松山東警察署等の管轄区域に住所地を有する

者に限る。）

２ 省略

３ 次の各号に掲げる申請（松山東警察署等以外の警察署を経由し

て提出する申請にあっては、免許証等の更新の申請（再交付等の

申請を同時に行う場合に限る。）及び法第１０３条第１項規定によ

る免許の効力が停止されている場合における免許証等の更新の申

請を除く。）又は届出をしようとする者は、第１項の規定による

ほか、松山東警察署等以外の警察署又は大洲警察署内子交番、西

予警察署野村交番若しくは宇和島警察署鬼北交番（以下「内子交

番等」という。）を経由することができる。

� 法第９５条の６第１項の表備考一のロに規定する優良運転者

（以下「優良運転者」という。）による法第１０１条第１項に規

定する免許証等の更新の申請


 法第９４条第１項に規定する免許証の記載事項の変更の届出

（優良運転者が法第１０１条第１項又は第１０１条の２第１項に規定

する免許証等の更新の申請をする場合に限る。）

� 優良運転者による法第１０１条の２第１項に規定する更新期間

前における免許証等の更新の申請

４ 法第９４条第１項に規定する免許証の記載事項の変更の届出又は

法第９５条の５第２項の規定により読み替えられた法第９４条第１項

の規定による届出をしようとする者は、第１項及び前項の規定に

よるほか、その者の住所地を管轄する警察署の交番（内子交番等

に限る。）を経由することができる。

（安全運転管理者等の届出等）

第１３条 １～３ 省略

４ 第１項の安全運転管理者等の選任の届出書には、次の各号に掲

げる書類を添付しなければならない。

� 安全運転管理者等の戸籍抄本、住民票又は行政手続における

特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成

るものに限る。）

�～� 省略

２ 省略

３ 次の各号に掲げる申請（松山東警察署等以外の警察署を経由し

て提出する申請にあつては、免許証の更新と再交付を同時に行う

申請 及び法第１０３条第１項の規定によ

る免許の効力が停止されている場合における免許証 の更新の申

請を除く。）又は届出をしようとする者は、第１項の規定による

ほか、松山東警察署等以外の警察署又は大洲警察署内子交番、西

予警察署野村交番若しくは宇和島警察署鬼北交番（以下「内子交

番等」という。）を経由することができる。

� 法第９２条の２第１項の表備考一の２に規定する優良運転者

（以下「優良運転者」という。）による法第１０１条第１項に規

定する免許証 の更新の申請


 法第９４条第１項に規定する免許証の記載事項の変更の届出

（優良運転者が法第１０１条第１項又は第１０１条の２第１項に規定

する免許証 の更新の申請をする場合に限る。）

� 優良運転者による法第１０１条の２第１項に規定する更新期間

前における免許証 の更新の申請

４ 法第９４条第１項に規定する免許証の記載事項の変更の届出

をしようとする者は、第１項及び前項の規定に

よるほか、その者の住所地を管轄する警察署の交番（内子交番等

に限る。）を経由することができる。

（安全運転管理者等の届出等）

第１３条 １～３ 省略

４ 第１項の安全運転管理者等の選任の届出書には、次の各号に掲

げる書類を添付しなければならない。

� 安全運転管理者等の戸籍抄本、住民票又は
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２５年法律第２７号）第２条第７項に規定する個人番号カード（以

下「マイナンバーカード」という。）（表面に限る。）若しく

は運転免許証の写し

� 運転免許を受けた安全運転管理者等にあっては、自動車安全

運転センター法（昭和５０年法律第５７号）第２９条第１項第４号の

書面で、安全運転管理者等の運転記録の証明に関する事項を記

載したもの

� 安全運転管理者にあっては、安全運転管理実務経歴証明書

（別記様式第１３号）（自動車の運転の管理に関する実務の経験

（以下「実務経験」という。）が２年（自動車の運転の管理に

関し公安委員会が行う教習を修了した者にあっては、１年）以

上の者 ）又は資格認定書（別記様式第１４号）の写し

� 副安全運転管理者にあっては、その者の自動車の運転の経験

の期間を証明するもの（自動車の運転の経験の期間が３年以上

の者）若しくは安全運転管理実務経歴証明書（実務経験が１年

以上の者）又は資格認定書の写し

５ 省略

（合格通知）

第２２条 試験に合格した者には、文書又は口頭によってその旨通知

する。

（適性検査の通知）

第２３条の４ 法第１０１条の２の２第７項に規定する通知は、適性検

査通知書（別記様式第２１号の６）により行うものとする。

（申請用写真の添付の省略）

第２４条の３ 法第９５条の２第１項の特定免許情報の記録の申請及び

同条第１１項の免許証の交付の申請は、再交付等を伴う申請をする

場合を除き、施行規則第２１条の２第３項、第２１条の９第３項の申

請用写真の添付を要しない。

２ 法第１０１条第１項の免許証等の更新の申請、法第１０１条

の２第１項の更新期間前における免許証等の更新の申請又は法第

１０４条の４第１項の免許の取消しの申請については、次の各号の

いずれかに該当する場合を除き、当該申請の書類に施行規則第２９

条第３項又は第３０条の９第３項の申請用写真

の添付を要しない。

� 再交付等の申請を併せて行う場合

� 省略

（更新情報の提供）

第２４条の４ 法第１０１条第３項の規定による免許証等の更新情報に

関する連絡は、運転免許証等更新連絡書（別記様式第２２号の３）

により行うものとする。

（公安委員会を経由する更新申請の受付）

第２４条の５ 法第１０１条の２の２第１項の規定による公安委員会を

経由して行う免許証等の更新申請の受付時間は、月曜日から金曜

日及び日曜日（国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８

号）に規定する休日（以下「休日」という。）並びに１月１日か

ら３日まで及び１２月２９日から３１日までの日（休日を除く。）を除

く。）（以下「開庁日」という。）の８時３０分から９時３０分まで

及び１３時００分から１４時００分までの間とする。

（運転経歴証明書の交付申請）

第２４条の６ 法第１０５条の２第１項の規定による運転経歴証明書の

交付の申請は、運転経歴証明書交付（再交付）申請・記載事項変

運転免許証の写し

� 自動車安全

運転センター法（昭和５０年法律第５７号）第２９条第１項第４号の

書面で、安全運転管理者等の運転記録の証明に関する事項を記

載したもの（運転免許を受けた安全運転管理者等に限る。）

� 安全運転管理実務経歴証明書

（別記様式第１３号）（自動車の運転の管理に関する実務の経験

（以下「実務経験」という。）が２年（自動車の運転の管理に

関し公安委員会が行う教習を修了した者にあっては、１年）未

満の者を除く。）又は資格認定書（別記様式第１４号）の写し

（安全運転管理者に限る。）

� 安全運転管理実務経歴証明書（実務経験が１年未満の者を除

く。）又は資格認定書の写し（第１号の戸籍抄本若しくは住民

票の写しを添付した副安全運転管理者又は自動車の運転の経験

の期間が３年未満で、かつ、同号の運転免許証の写しを添付し

た副安全運転管理者に限る。）

５ 省略

（合格通知）

第２２条 試験に合格した者には、文書によつて その旨通知

する。

（適性検査の通知）

第２３条の４ 法第１０１条の２の２第５項に規定する通知は、適性検

査通知書（別記様式第２１号の６）により行うものとする。

（申請用写真の添付の省略）

第２４条の３ 法第１０１条第１項の免許証 の更新の申請、法第１０１条

の２第１項の更新期間前における免許証 の更新の申請又は法第

１０４条の４第１項の免許の取消しの申請については、次の各号の

いずれかに該当する場合を除き、当該申請の書類に施行規則第１７

条第２項第９号 の申請用写真（以下「申請用写

真」という。）の添付を要しない。

� 法第９４条第２項の免許証の再交付の申請を併せて行う場合

� 省略

（更新情報の提供）

第２４条の４ 法第１０１条第３項の規定による免許証 の更新情報に

関する連絡は、運転免許証更新連絡書 （別記様式第２２号の３）

により行うものとする。

（公安委員会を経由する更新申請の受付）

第２４条の５ 法第１０１条の２の２第１項の規定による公安委員会を

経由して行う免許証 の更新申請の受付時間は、愛媛県の休日を

除き、

８時３０分から９時３０分まで

及び１３時００分から１４時００分までの間とする。

（運転経歴証明書の交付申請）

第２４条の６ 法第１０４条の４第５項の規定による運転経歴証明書の

交付の申請は、運転経歴証明書交付（再交付）申請・記載事項変
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更届出書（別記様式第２２号の４）及び規則第３０条の８第２項の申

請用写真１枚（松山東警察署等で申請する場合に限る。）

を公安委員会に提出して行うものとする。

２ 前項の申請の受付時間は、開庁日のうち 、次の表の左欄

に掲げる申請先の区分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる時間

とする。

申請先 受付時間

警察本部運転免許課 １ ９時３０分から１１時００分までの間

２ １４時００分から１６時００分までの間

３ １０時００分から１１時００分までの間

（開庁日のうち日曜日に限る。）

警察署及び内子交番等 １ ９時３０分から１１時００分までの間

２ １４時００分から１６時００分までの間

（運転経歴情報の記録申請）

第２４条の６の２ 法第１０５条の２第３項の規定による運転経歴情報

の記録の申請は、運転経歴証明書交付（再交付）申請・記載事項

変更届出書及び規則第３０条の８第２項の申請用写真１枚（運転経

歴証明書のみを有する者が、当該運転経歴証明書を亡失等し、運

転経歴情報の記録の申請をする場合及び運転経歴情報記録個人番

号カードを有する者が、当該運転経歴情報記録個人番号カードを

亡失等し、運転経歴情報の記録の申請をする場合に限る。）を公

安委員会に提出して行うものとする。

２ 前項の申請の受付時間は、前条第２項の規定を準用する。

（運転経歴証明書又は運転経歴情報記録個人番号カードの記載事

項の変更届出）

第２４条の７ 施行規則第３０条の１０第１項の規定による運転経歴証明

書の記載事項の変更の届出及び施行規則第３０条の１５第１項の規定

による運転経歴情報記録個人番号カードのみを有する者に係る住

所等の変更の届出は、運転経歴証明書交付（再交付）申請・記載

事項変更届出書を公安委員会に提出して行うものとする。

２ 前項の届出の受付時間は、開庁日のうち 、次の表の左欄

に掲げる届出先の区分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる時間

とする。

届出先 受付時間

警察本部運転免許課 １ ９時３０分から１１時００分までの間

２ １４時００分から１６時００分までの間

３ １０時００分から１１時００分までの間

（開庁日のうち日曜日に限る。）

警察署及び内子交番等 １ ９時３０分から１１時００分までの間

２ １４時００分から１６時００分までの間

（運転経歴証明書の再交付申請）

第２４条の８ 施行規則第３０条の１１第１項の規定による運転経歴証明

書の再交付の申請は、運転経歴証明書交付（再交付）申請・記載

事項変更届出書及び同条第２項の申請用写真１枚を公安委員会に

提出して行うものとする。

２ 前項の申請の受付時間は、第２４条の６第２項の規定を準用す

る。

（運転経歴証明書の返納届出）

第２４条の８の２ 施行規則第３０条１２の規定による運転経歴証明書の

返納は、運転経歴証明書返納届（別記様式第２２号の４の２）を公

更届出書（別記様式第２２号の４）及び 申

請用写真１枚（愛媛県運転免許センターにおいて申請する場合を

除く。）を公安委員会に提出して行うものとする。

２ 前項の申請の受付時間は、愛媛県の休日を除き、次の表の左欄

に掲げる申請先の区分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる時間

とする。

申請先 受付時間

警察本部運転免許課 １ ９時３０分から１１時００分までの間

２ １４時００分から１６時００分までの間

警察署及び内子交番等 １ ８時３０分から１６時３０分までの間

（運転経歴証明書 の記載事

項の変更届出）

第２４条の７ 施行規則第３０条の１２第１項の規定による運転経歴証明

書の記載事項の変更の届出

は、運転経歴証明書交付（再交付）申請・記載

事項変更届出書を公安委員会に提出して行うものとする。

２ 前項の届出の受付時間は、愛媛県の休日を除き、次の表の左欄

に掲げる届出先の区分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる時間

とする。

届出先 受付時間

警察本部運転免許課 １ ９時３０分から１１時００分までの間

２ １４時００分から１６時００分までの間

警察署及び内子交番等 １ ８時３０分から１６時３０分までの間

（運転経歴証明書の再交付申請）

第２４条の８ 第２４条の６の規定は、施行規則第３０条の１３第１項の規

定による運転経歴証明書の再交付の申請について準用する。この

場合において、第２４条の６第１項中「法第１０４条の４第５項」と

あるのは「施行規則第３０条の１３第１項」と、「交付の」とあるの

は「再交付の」と読み替えるものとする。
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安委員会に提出して行うものとする。

２ 前項の届出の受付時間は、第２４条の７第２項の規定を準用す

る。

（運転経歴情報の抹消届出）

第２４条の８の３ 施行規則第３０条の１６の規定による運転経歴情報の

抹消は、運転経歴情報抹消届（別記様式第２２号の４の３）を公安

委員会に提出して行うものとする。

２ 前項の届出の受付時間は、第２４条の７第２項の規定を準用す

る。

別記様式第２１号の６（第２３条の４関係）

省略

道路交通法第１０１条の２の２第７項の規定により適正検査

を次のとおり行うこととしたので通知します。

なお、運転免許証等の有効期限内にこの通知に係る適正検

査を受けられない場合は、運転免許証等の更新を受けること

ができません。

省略

注 省略

別記様式第２１号の６（第２３条の４関係）

省略

道路交通法第１０１条の２の２第５項の規定により適正検査

を次のとおり行うこととしたので通知します。

なお、運転免許証 の有効期限内にこの通知に係る適正検

査を受けられない場合は、運転免許証 の更新を受けること

ができません。

省略

注 省略

別記様式第２２号の３を次のように改める。
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別記様式第２２号の３（第２４条の４関係）運転免許証更新連絡書
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別記様式第２２号の４を次のように改める。
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別記様式２２号の４（第２４条の６、第２４条の６の２、第２４条の７、第２４条の８関係）

（表）
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別記様式２２号の４（第２４条の６、第２４条の６の２、第２４条の７、第２４条の８関係）

（裏）
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別記様式第２２号の４の次に次の２様式を加える。
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別記様式第２２号の４の２（第２４条の８の２関係）
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別記様式第２２号の４の３（第２４条の８の３関係）
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（愛媛県自動車運転適性検査所の設置および運営に関する規則の一部改正）

第２条 愛媛県自動車運転適性検査所の設置および運営に関する規則（昭和４３年愛媛県公安委員会規則第２号）の一部を次のように改正す

る。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（認知機能検査員講習の実施に関する規則の一部改正）

第３条 認知機能検査員講習の実施に関する規則（平成２１年愛媛県公安委員会規則第５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（認知機能検査等の実施に関する規則の一部改正）

第４条 認知機能検査等の実施に関する規則（平成２１年愛媛県公安委員会規則第７号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（運転技能検査等の実施に関する規則の一部改正）

第５条 運転技能検査等の実施に関する規則（令和４年愛媛県公安委員会規則第６号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別記様式（第７条関係） 別記様式（第７条関係）

省略

今後
１年

以内に、愛媛県公安委員会に対し、運転免許
６月

の申請又は運転免許証等の更新の申請を行う場合は、この終

了書を持参することをお勧めします。

省略

省略

今後
１年

以内に、愛媛県公安委員会に対し、運転免許
６月

の申請又は運転免許証 の更新の申請を行う場合は、この終

了書を持参することをお勧めします。

省略

改 正 後 改 正 前

（認知機能検査員講習の項目等）

第３条 認知機能検査員講習の項目、内容及び時間は、次の表のと

おりとする。

（認知機能検査員講習の項目等）

第３条 認知機能検査員講習の項目、内容及び時間は、次の表のと

おりとする。

項目 内容 時間 項目 内容 時間

省略 省略 ６０分

高齢運転者対策の

概要

１ 高齢運転者の交通事故情勢

２ 認知機能検査の内容

３ 認知症のおそれがある者に対す

る臨時適性検査又は診断書提出命

令の実施

４ 運転免許証等の自主返納及び運

転経歴証明書等

５ 安全運転相談

６０分 高齢運転者対策の

概要

１ 高齢運転者の交通事故情勢

２ 認知機能検査の内容

３ 認知症のおそれがある者に対す

る臨時適性検査又は診断書提出命

令の実施

４ 運転免許証 の自主返納及び運

転経歴証明書

５ 安全運転相談

省略 省略

改 正 後 改 正 前

様式第１号（第６条関係） 様式第１号（第６条関係）

省略 省略

運転免許証等

の有効期間

運転免許証

の有効期間

省略 省略

注 省略 注 省略
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公営企業告示

公営企業管理規程

附 則

この規則は、令和７年３月２４日から施行する。

�愛媛県公営企業告示第２号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３１条の２の３第１項の規定により、次のとおり指定納付受託者を指定した。

令和７年３月２１日

愛媛県公営企業管理者 東 野 政 隆

�愛媛県公営企業管理規程第１号
愛媛県企業職員の給与に関する規程の一部を改正する管理規程を次のように定める。

令和７年３月２１日

愛媛県公営企業管理者 東 野 政 隆

愛媛県企業職員の給与に関する規程の一部を改正する管理規程

愛媛県企業職員の給与に関する規程（昭和４６年愛媛県公営企業管理規程第５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

様式第１号（第６条関係） 様式第１号（第６条関係）

省略 省略

運転免許証等

の有効期間

運転免許証

の有効期間

省略 省略

注 省略 注 省略

名 称 住所又は事務所の所在地 納付の委託を受けることができる歳
入等

納付の委託を受けるこ
とができる期間 指定年月日

株式会社愛媛ジェーシービー 愛媛県松山市勝山町２丁目４番地７
愛媛県公営企業の設置等に関する条
例（昭和４１年１２月２０日条例第３７号）
に規定する病院の料金

令和７年４月１日から

令和１０年３月３１日まで
令和７年２月５日

株式会社ジャックス 東京都渋谷区恵比寿４丁目１番１８号
愛媛県公営企業の設置等に関する条
例（昭和４１年１２月２０日条例第３７号）
に規定する病院の料金

令和７年４月１日から

令和１０年３月３１日まで
令和７年２月７日

改 正 後 改 正 前

別表第５（第６条関係）

特殊勤務手当の種類、支給を受ける者の範囲及び額

別表第５（第６条関係）

特殊勤務手当の種類、支給を受ける者の範囲及び額

特殊勤務手当

の種類

支給を受ける者

の範囲
支 給 額

特殊勤務手当

の種類

支給を受ける者

の範囲
支 給 額

省略 省略

用地交渉等業

務手当

省略 用地交渉等業

務手当

省略

災害応急作業

等手当

災害応急作業等

の業務に従事す

る職員

１日につき

手当額 １，０８０円以内

特別加算額 １，０８０円以内

省略 省略



愛 媛 県 報令和７年３月２１日 第５９４号

１８５

公営企業訓令

附 則

（施行期日等）

１ この管理規程は、公布の日から施行する。

２ 改正後の愛媛県企業職員の給与に関する規程（以下「新規程」という。）別表第５の規定は、令和６年１月１日から適用する。

（令和７年３月３１日までの間における災害応急作業等手当に関する経過措置）

３ 令和６年１月１日から令和７年３月３１日までの間における新規程別表第５の規定の適用については、同表支給額の欄中「１，０８０円」と

あるのは、「７３０円」とする。

�愛媛県公営企業訓令第１号
公営企業管理局

各 事 業 所

愛媛県企業職員の特殊勤務手当支給規則の一部を改正する訓令を次のように定める。

令和７年３月２１日

愛媛県公営企業管理者 東 野 政 隆

愛媛県企業職員の特殊勤務手当支給規則の一部を改正する訓令

第１条 愛媛県企業職員の特殊勤務手当支給規則（昭和４６年愛媛県公営企業訓令第４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

第５条 省略

（災害応急作業等手当）

第５条の２ 規程別表第５に定める災害応急作業等手当は、職員

が、異常な自然現象又は大規模な事故により重大な災害が発生

し、又は発生するおそれがある現場において、知事又は災害医療

活動を行う団体等であつて管理者が適当と認めるものからの要請

に基づき、次に掲げる作業に従事したときに支給する。

� 医療救護活動の作業

� 避難所の運営又は罹災証明に係る家屋調査の作業

� 前２号に掲げる作業に相当すると管理者が認める作業

２ 前項に規定する手当の額は、作業に従事した日１日につき７３０

円とする。

３ 第１項の作業が夜間（日没時から日の出までの間をいう。）に

おいて行われた場合にあつては前項に規定する手当の額にその

１００分の５０に相当する額を、第１項の作業が管理者が著しく危険

であると認める区域で行われた場合にあつては前項に規定する手

当の額にその１００分の１００に相当する額を加算する。ただし、１日

の加算額の総額は、７３０円を超えることはできない。

４ 前２項の規定にかかわらず、第１項の作業に従事した時間が１

日について４時間に満たない場合における同項に規定する手当の

額は、前２項の規定により受けるべき額の１００分の６０に相当する

額とする。

第２条 愛媛県企業職員の特殊勤務手当支給規則の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（災害応急作業等手当）

第５条の２ 規程別表第５に定める災害応急作業等手当は、職員

が、異常な自然現象又は大規模な事故により重大な災害が発生

し、又は発生するおそれがある現場において、知事又は災害医療

活動を行う団体等であつて管理者が適当と認めるものからの要請

第５条 省略

（災害応急作業等手当）

第５条の２ 規程別表第５に定める災害応急作業等手当は、職員

が、異常な自然現象又は大規模な事故により重大な災害が発生

し、又は発生するおそれがある現場において、知事又は災害医療

活動を行う団体等であつて管理者が適当と認めるものからの要請

改 正 後 改 正 前

改 正 後 改 正 前
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に基づき、次に掲げる作業に従事したときに支給する。

�・� 省略

� 災害応急対策に係る連絡調整の作業

� 前３号に掲げる作業に相当すると管理者が認める作業

２ 前項に規定する手当の額は、作業に従事した日１日につき次の

区分による額とする。

� 前項第１号及び第２号の作業（これらに相当すると管理者が

認めるものを含む。以下同じ。） １，０８０円

� 前項第３号の作業（これに相当すると管理者が認めるものを

含む。以下同じ。） ７１０円（大規模な災害として管理者が定

める災害に係る作業に従事した場合にあつては、１，０８０円）

３ 第１項第１号及び第２号の作業が夜間（日没時から日の出まで

の間をいう。）において行われた場合又は同項第３号の作業が深

夜において行われた場合にあつては前項に規定する手当の額にそ

の１００分の５０に相当する額を、第１項第１号及び第２号の作業が

管理者が著しく危険であると認める区域で行われた場合にあつて

は前項に規定する手当の額にその１００分の１００に相当する額を加算

する。ただし、１日の加算額の総額は、１，０８０円を超えることは

できない。

４ 前２項の規定にかかわらず、第１項第１号及び第２号の作業に

従事した時間が１日について４時間に満たない場合における同項

に規定する手当の額は、前２項の規定により受けるべき額の１００

分の６０に相当する額とする。

（帳簿）

第１７条 所属長は、危険作業従事命令簿（様式第１号）、用地交渉

等業務手当支給明細書（様式第５号の２）、災害応急作業等従事

簿（様式第５号の３）、結核病棟勤務命令簿（様式第６号）、病

理細菌取扱勤務命令簿（様式第７号）、放射線技術勤務命令簿

（様式第８号）、伝染病医療従事命令簿（様式第９号）、精神病

棟等勤務命令簿（様式第９号の２）、夜間看護従事命令簿（様式

第１２号）、救急待機命令簿（様式第１２号の２）、夜間看護等手当

支給整理簿（様式第１２号の３）、航空業務従事命令簿（様式第１３

号の２）、救急医療従事命令簿（様式第１４号）、救急医療従事手

当整理簿（様式第１５号）及び診療応援業務従事簿（様式第１６号）

を作成し、必要な事項を記入し、保管しなければならない。ただ

し、所属長の使用に係る電子計算機（入出力装置を含む。以下同

じ。）と職員の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続し

た電子情報処理組織を使用するときは、当該電子情報処理組織へ

の記録をもつて危険作業従事命令簿、用地交渉等業務手当支給明

細書、災害応急作業等従事簿、結核病棟勤務命令簿、病理細菌取

扱勤務命令簿、放射線技術勤務命令簿、伝染病医療従事命令簿、

精神病棟等勤務命令簿、夜間看護従事命令簿、救急待機命令簿、

航空業務従事命令簿、救急医療従事命令簿及び診療応援業務従事

簿の作成、記入及び保管に代えることができる。

（支給期日及び支給方法）

第１９条 規程附則第７項若しくは第８項又は別表第５に定める危険

作業手当、用地交渉等業務手当、災害応急作業等手当、結核病と

う勤務手当、病理細菌取扱手当、放射線技術勤務手当、伝染病医

療従事手当、精神病棟等勤務手当、夜間看護等手当、航空手当、

救急医療従事手当、診療応援手当及び救急病院看護業務手当は、

一の月の分を次の月の給料の支給定日に支給する。

２ 省略

に基づき、次に掲げる作業に従事したときに支給する。

�・� 省略

� 前２号に掲げる作業に相当すると管理者が認める作業

２ 前項に規定する手当の額は、作業に従事した日１日につき７３０

円 とする。

３ 第１項 の作業が夜間（日没時から日の出まで

の間をいう。）において行われた場合

にあつては前項に規定する手当の額にそ

の１００分の５０に相当する額を、第１項 の作業が

管理者が著しく危険であると認める区域で行われた場合にあつて

は前項に規定する手当の額にその１００分の１００に相当する額を加算

する。ただし、１日の加算額の総額は、７３０円 を超えることは

できない。

４ 前２項の規定にかかわらず、第１項 の作業に

従事した時間が１日について４時間に満たない場合における同項

に規定する手当の額は、前２項の規定により受けるべき額の１００

分の６０に相当する額とする。

（帳簿）

第１７条 所属長は、危険作業従事命令簿（様式第１号）、用地交渉

等業務手当支給明細書（様式第５号の２）

、結核病棟勤務命令簿（様式第６号）、

病理細菌取扱勤務命令簿（様式第７号）、放射線技術勤務命令簿

（様式第８号）、伝染病医療従事命令簿（様式第９号）、精神病

棟等勤務命令簿（様式第９号の２）、夜間看護従事命令簿（様式

第１２号）、救急待機命令簿（様式第１２号の２）、夜間看護等手当

支給整理簿（様式第１２号の３）、航空業務従事命令簿（様式第１３

号の２）、救急医療従事命令簿（様式第１４号）、救急医療従事手

当整理簿（様式第１５号）及び診療応援業務従事簿（様式第１６号）

を作成し、必要な事項を記入し、保管しなければならない。ただ

し、所属長の使用に係る電子計算機（入出力装置を含む。以下同

じ。）と職員の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続し

た電子情報処理組織を使用するときは、当該電子情報処理組織へ

の記録をもつて危険作業従事命令簿、用地交渉等業務手当支給明

細書 、結核病棟勤務命令簿、病理細菌取

扱勤務命令簿、放射線技術勤務命令簿、伝染病医療従事命令簿、

精神病棟等勤務命令簿、夜間看護従事命令簿、救急待機命令簿、

航空業務従事命令簿、救急医療従事命令簿及び診療応援業務従事

簿の作成、記入及び保管に代えることができる。

（支給期日及び支給方法）

第１９条 規程附則第７項若しくは第８項又は別表第５に定める危険

作業手当、用地交渉等業務手当 、結核病と

う勤務手当、病理細菌取扱手当、放射線技術勤務手当、伝染病医

療従事手当、精神病棟等勤務手当、夜間看護等手当、航空手当、

救急医療従事手当、診療応援手当及び救急病院看護業務手当は、

一の月の分を次の月の給料の支給定日に支給する。

２ 省略
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様式第５号の２の次に次の１様式を加える。
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様式第５号の３（第１７条関係） 災害応急作業等従事簿
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附 則

１ この訓令は、公布の日から施行する。ただし、第２条の規定は、令和７年４月１日から施行する。

２ 第１条の規定による改正後の愛媛県企業職員の特殊勤務手当支給規則第５条の２の規定は、令和６年１月１日から適用する。

令和７年３月２１日 発行


